
 

川俣町空き家等バンク実施要綱 

平成３０年１２月１日 

告示第９０号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、町内における空き家等を有効活用するとともに、町内外からの

交流人口の拡大及び定住促進による地域の活性化を図るため、町内の空き家等の情

報を提供する川俣町空き家等バンク（以下「空き家等バンク」という。）の設置及

び運用について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

(１) 空き家等 居住を目的として建築され、現に居住している者がいない（近く居

住しなくなる予定のものを含む。）町内の一戸建て住宅（併用住宅を含む。）、

川俣町空き店舗活用事業補助金交付要綱（平成２２年川俣町告示第３４号）第３

条第３項に規定する町内の空き店舗又は川俣町産業用地の貸付に関する要綱（平

成２７年川俣町告示第３６号）第２条第１号に規定する工場等として使用するこ

とができる町内の建物であって、良好な管理状態にあるもの及びその敷地をいう。

ただし、宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第２条第３項に規定す

る宅地建物取引業を営む者（以下「宅地建物取引業者」という。）が所有してい

る賃貸又は売買を目的とする建物とその敷地を除く。 

(２) 空き地 建物を建築できる適当な面積を有し現に使用していない（近く使用し

なくなる予定のものを含む。）町内の土地で、良好な管理状態にあるものをいう。

ただし、宅地建物取引業者が所有している賃貸又は売買を目的とする土地を除く。 

(３) 所有者 空き家等及び空き地について所有権又は売却・賃貸を行うことができ

る権利を有する者をいう。 

(４) 空き家等バンク 空き家等及び空き地に係る情報を登録し、当該物件の利用を

希望する者に対し、その情報を提供する制度をいう。 

（登録の申込み等） 

第３条 空き家等バンクへの登録を希望する所有者は、空き家等バンク登録申込書（様



 

式第１号）を町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による申込みがあったときは、所有者又は所有者の属する世

帯の世帯員が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと

を確認し、申込みのあった物件の調査について、町と空き家等バンク事業に関する

協定を締結した団体に加盟する宅地建物取引業者のうち、町長又は所有者が指定す

る業者（以下「指定宅建業者」という。）に依頼するものとする。 

３ 前項において、所有者が指定しようとする宅地建物取引業者が、町と空き家等バ

ンク事業に関する協定を締結した団体に加盟する宅地建物取引業者に含まれない場

合、所有者は、所有者が直接選定した業者（以下、「指定外宅建業者」という。）

へ調査を依頼するものとする。 

４ 指定宅建業者は、第２項の規定による依頼を受けたときは、速やかに当該物件を

調査し、空き家等バンク登録物件報告書（様式第２号）により町長に報告しなけれ

ばならない。なお、指定外宅建業者に調査を依頼した所有者についても同様とする。 

５ 町長は、指定宅建業者又は指定外宅建業者に調査を依頼した所有者より前項の規

定による報告があった場合は、その結果を空き家等バンク登録物件確認完了通知書

（様式第３号）により所有者へ報告しなければならない。 

６ 町長は、第４項の規定による報告を受けた物件について適当と認めたときは、当

該物件の情報を空き家等バンク登録台帳（様式第４号）に登録するものとする。 

７ バンク登録の有効期間は、当該登録をした日から２年間とする。 

（登録事項の変更届出等） 

第４条 前条第５項の規定による空き家等確認完了通知書を受けた者（以下「情報登

録者」という。）は、バンク登録の内容に変更が生じたときは、空き家等バンク登

録内容変更届出書（様式第５号）を町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による届出があったときは、空き家等バンク登録台帳の登録

内容を変更するものとする。 

３ 町長は、前項の規定により空き家等バンク登録台帳の登録内容を変更したときは、

空き家等バンク登録内容変更完了通知書（様式第６号）により、所有者に通知する

ものとする。 



 

（登録物件の有効期間の延長） 

第５条 バンク登録の有効期間満了後も情報登録者から特段の申出がない場合は、登

録物件の有効期間を更に２年間延長するものとする。なお、延長の回数は制限しな

い。 

（登録の抹消等） 

第６条 町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、バンク登録を抹消しなけれ

ばならない。 

(１) 情報登録者より空き家等バンク登録抹消申出書（様式第７号）の提出があった

とき。 

(２) 空き家等バンクの利用により、売買又は賃貸借契約が成立したとき。 

(３) バンク登録の内容に虚偽があったとき。 

(４) 前各号に掲げるもののほか、町長が適当でないと認めたとき。 

２ 町長は、バンク登録を抹消したときは、空き家等バンク登録抹消通知書（様式第

８号）により情報登録者に通知するものとする。 

（登録情報の公開） 

第７条 町長は、次の各号に掲げるバンク登録の情報（以下「公開情報」という。）

を町のホームページ等において公開するものとする。ただし、情報登録者が公開を

希望しない場合を除く。 

(１) 登録番号 

(２) 分類 

(３) 字名までの物件所在地 

(４) 希望売却価格又は賃貸料 

(５) 物件の概要 

(６) 使用の状況 

(７) 設備の状況 

(８) 主要施設等までの距離 

(９) 特記事項 

(１０) 位置図 

(１１) 物件説明図（配置図・間取り図） 



 

(１２) 写真 

（利用の申込み等） 

第８条 公開情報により、空き家等バンクを利用しようとする者（以下「利用希望者」

という。）は、空き家等バンク利用申込書（様式第９号）を町長に提出しなければ

ならない。 

２ 町長は、前項の規定による申込みがあったときは、その内容を精査し、利用希望

者が次の各号のいずれかに該当すると認めた場合は、その申込みの内容を当該希望

物件の情報登録者（指定外宅建業者に調査を依頼した所有者を含む）及び指定宅建

業者に通知するものとする。ただし、利用希望者、利用希望者が属する世帯の世帯

員又は同居予定人が暴力団員と認めるとき又は公序良俗に反するおそれがあると認

めるときは、この限りではない。 

(１) 空き家等に居住しようとする者又は事業を営もうとする者 

(２) 空き地に住宅を建築して居住しようとする者 

(３) 前２号に掲げるもののほか、町長が適当と認める者 

（情報登録者と利用希望者との交渉等） 

第９条 情報登録者及び利用希望者とのバンク登録された物件に関する売買・賃貸借

に関する交渉、契約等については、町は直接これに関与しないものとする。 

２ 指定宅建業者又は指定外宅建業者に調査を依頼した所有者は、前項の交渉の結果

を空き家等バンク交渉結果報告書（様式第１０号）により町長に報告しなければな

らない。 

（適用上の注意） 

第１０条 この要綱は、空き家等バンク以外による物件の取引を妨げるものではない。 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成３０年１２月１日から施行する。 


